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米 国 英 国 フランス ド イ ツ 韓 国 日 本

省エネ基準
への適合義務

義 務
(一部の州を除く)

義 務 義 務 義 務 義 務 努力事項
(省エネ措置届出義務)

規制対象
新築・増改築

されるすべての
住宅・建築物

新築・増改築
されるすべての
住宅・建築物

新築・増改築
されるすべての
住宅・建築物

新築・増改築
されるすべての
住宅・建築物

新築・増改築
される

住宅・建築物
(500㎡以上)

新築・増改築
される

住宅・建築物
(300㎡以上)

ラベリング制度
との関係

LEED の
エネルギー

に関する項目
と連動

エネルギー性能評価制度
（EU指令に基づく義務）

と連動

エネルギー効率
等級制度や
親環境建物
認証制度
と連動

ＢＥＬＳや
ＣＡＳＢＥＥの
エネルギーに関
する項目と連動

建築許可
との関係

基準適合の確認は建築許可の一環として位置づけられ、
基準を満たしていない場合には建築許可や使用許可が下りない

建築許可とは
別の枠組み

出典：水石仁他「諸外国における住宅・建築物の省エネルギー規制の動向に関する調査研究」を基に日本ＥＲＩが作成



国土交通省資料

省エネ基準適合率の推移
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1.3

出典：ＹＫＫＡＰの資料にＥＲＩが一部加筆



8出典：松尾設計室



9出典：松尾設計室



10出典：松尾設計室



U=1.3W/m2K U=4.65W/m2K

ドイツ 日本

サッシ性能
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1.3

出典：ＹＫＫＡＰの資料にＥＲＩが一部加筆
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英国では、DCLG（コミュニティ・地方自治省）の主導により、2016年以降す

べての新築住宅、2019年以降すべての新築建築物をゼロカーボン化するこ

とを法制化する予定

出典：野村総合研究所
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日本の2020年の義務化予定レベル

ドイツに比べ３０年の遅れ
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建築物エネルギー
消費性能基準

適合義務の要求水準

平成２５年基準≒

平成１１年基準
（次世代省エネ基準）≒

現在の省エネ基準は、１７年前の水準のまま
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我が国のＣＯ２排出削減目標

出典：国土交通省資料

平成２７年７月１７日
地球温暖化対策推進本部決定
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出典：国土交通省資料



省エネ基準適合義務化の概要
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◇日本再興戦略（平成25年6月14日閣議決定）

「規制の必要性や程度、バランス等を十分に勘案しながら、2020年まで

に新築住宅・建築物について段階的に省エネ基準への適合を義務化する。」

◇義務化の第一弾として、平成27年7月8日に「建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律（以下、建築物省エネ法という。）」が公布。

◇2017年より大規模な非住宅建築物の新築等の際に義務が課される。

◇今後、義務化対象は順次拡大し、2020年までに戸建住宅を含む全ての新築

建築物が対象となる予定。



2015 2016 2017 ～～～ 2020

省エネ基準

への

適合義務

認定制度

および

表示制度

その他

2000㎡以上の非住宅
から適合義務化

認定基準に適合していることの認定・表示
（容積率特例）

施行
（法律公布後
２年以内）

施行
（公布後1年以内）

法律公布

住宅・非住宅
全ての規模で
適合義務化

建築物省エネ法

に基づく届出制度

建築物省エネ法に基づく

住宅トップランナー制度

ＢＥＬＳ

施行
（法律公布後
２年以内）

300㎡以上の非住宅

2000㎡以上の住宅

300㎡以上の住宅

省エネ基準適合義務化のスケジュール
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建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律国土交通省資料
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①建築物の販売・賃貸事業者の省エネ性能表示努力義務

②基準適合の認定・表示制度

③性能向上計画認定制度（容積率特例）

誘導措置法律の公布後１年以内（平成28年4月）

①基準適合義務・適合性判定義務

②届出義務、所管行政庁による指示・命令等

③特殊な構造・設備の大臣認定制度

④住宅トップランナー制度

規制措置 法律の公布後２年以内（平成29年4月予定）

建築物省エネ法の概要
平成27年7月8日公布
建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法）
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①建築物の販売・賃貸事業者の省エネ性能表示努力義務

②基準適合の認定・表示制度

③性能向上計画認定制度（容積率特例）

誘導措置法律の公布後１年以内（平成28年4月）

①基準適合義務・適合性判定義務
②届出義務、所管行政庁による指示・命令等

③特殊な構造・設備の大臣認定制度

④住宅トップランナー制度

規制措置 法律の公布後２年以内（平成29年4月予定）



25

第11条 基準適合義務

 建築主は、特定建築行為をしようとするときは、
建築物エネルギー消費性能基準に適合させなければならない。

第12条 適合性判定義務

 建築主は、特定建築行為をしようとするときは、基準適合の判定のため、
建築物エネルギー消費性能適合性判定を受けなければならない。

基準適合義務



26

①特定建築物
非住宅部分の規模が政令で定める規模以上である建築物の

1）新築

2）増築、改築
（非住宅部分の増築又は改築の規模が政令で定める規模以上であるものに限る）

②特定建築物以外の増築
非住宅部分の増築の規模が政令で定める規模以上であるもので、

当該建築物が増築後において特定建築物となる場合に限る。

2,000㎡の予定

特定建築行為とは？

300㎡の予定

300㎡の予定
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※登録建築物エネルギー
消費性能判定機関（創設）

指定構造計算適合性判定機関とは違い、
同一機関でのワンストップが可能となる。

着工後、変更があった場合には、
基本的には変更の適合性判定の申請
が必要
（軽微変更の内容については審議中）

建築物エネルギー消費性能適合性判定

出典：国土交通省資料に一部追記
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計画変更

確認済証の交付

工事の実施

変更の建築物エネルギー消費性能
適合性判定の申請（変更工事着手前）

適合審査 → 変更適合判定通知書交付

変更適合判定通知書等の受理 適合性判定通知書の提出

工事の完了

完了検査

※ 確認済証がなければ 着工できない

※ 検査済証がなければ建物を使用できない

計画
変更
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出典：国土交通省資料

平成29年4月（予定）
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国土交通省資料

省エネ基準適合率の推移（再掲）
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既存建築物部分の要求水準

エネルギー消費性能基準
（適合義務・届出・表示）

誘導基準
（容積率特例）

住宅事業建築主基
準

建築物省エネ法
施行（H28.4.1）
後に新築された

建築物

建築物省エネ法
施行の際現に
存する建築物

建築物省エネ法
施行（H28.4.1）
後に新築された

建築物

建築物省エネ法
施行の際現に存
する建築物

上段：～H31年度
下段：H32年度～

非住宅

一次エネ※1 1.0 1.1 0.8 1.0 ―

外皮：PAL★ ― 1.0 ― ―

住宅

一次エネ※1※2 1.0 1.1 0.9※4 1.0
0.9

0.85

外皮：住戸単位※3

（UA、ηA） 1.0 ― 1.0 ―
―

1.0

建築物省エネ法に基づく基準の体系（案）

※1 一次エネ基準については、「設計一次エネルギー消費量」÷「基準一次エネルギー消費量」が表中の値以下になること。
※2 住宅の一次エネ基準については、住棟全体（全住戸＋共用部分の合計）または住戸部分が表中の値以下になること。
※3 基準レベルはＨ２５省エネ基準と同等の水準。
※4 今後、約束草案の実現に向けて、住宅の省エネ基準への適合状況等を勘案しつつ、早期に非住宅同様0.8とする等、住宅の

省エネルギー性能の向上に向けた取り組みについて検討する。
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①建築物の販売・賃貸事業者の省エネ性能表示努力義務

②基準適合の認定・表示制度

③性能向上計画認定制度（容積率特例）

誘導措置法律の公布後１年以内（平成28年4月）

①基準適合義務・適合性判定義務

②届出義務、所管行政庁による指示・命令等

③特殊な構造・設備の大臣認定制度

④住宅トップランナー制度

規制措置 法律の公布後２年以内（平成29年4月予定）



35

届出義務、所管行政庁による指示・命令等

①特定建築物以外の建築物の新築であって、エネルギー消費性能の確保を
図る必要があるものとして政令で定める規模以上のもの

②建築物の増築又は改築であって、エネルギー消費性能の確保を図る必要
があるものとして政令で定める規模以上のもの
（特定建築行為に該当するものを除く）

■建築主は以下の①又は②に掲げる行為をしようとするときは、
着工の２１日前までに、当該行為に係る建築物のエネルギー消費性能の
確保のための構造及び設備に関する計画を所管行政庁へ届けなければ
ならない。

300㎡以上2000㎡未満の非住宅建築物
及び300㎡以上の住宅となる予定

■適合しない建築物について、所管行政庁は指示、命令を行う
ことができる

従前の勧告から強化
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省エネ法と建築物省エネ法の比較概要

出典：国土交通省資料
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省エネ法と建築物省エネ法の比較概要

省エネ法に基づく

①修繕模様替・設備設置改修届出

②定期報告制度

は、建築物省エネ法への移行に伴い廃止されます。
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①建築物の販売・賃貸事業者の省エネ性能表示努力義務

②基準適合の認定・表示制度

③性能向上計画認定制度（容積率特例）

誘導措置法律の公布後１年以内（平成28年4月）

①基準適合義務・適合性判定義務

②届出義務、所管行政庁による指示・命令等

③特殊な構造・設備の大臣認定制度

④住宅トップランナー制度

規制措置 法律の公布後２年以内（平成29年4月予定）
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特殊の構造又は設備を用いる建築物の認定

（新技術の評価のための大臣認定制度）

国土交通大臣は、建築主の申請により、特殊の構造又は設備
を用いて建築が行われる建築物が建築物エネルギー消費
性能基準に適合する建築物と同等以上のエネルギー消費性能
を有するものである旨の認定をすることができる。

【審査のための評価】

・登録建築物エネルギー消費性能評価機関が評価を行う

・評価機関が発行する評価書に認定申請書を添えて、認定申請を行う

【認定を受けた特殊の構造又は設備を用いる建築物に関する特例】

・建築物エネルギー消費性能適合性判定を受けなければならないもの

については、適合判定通知書の交付を受けたものとみなす
・届出をしなければならないものについては、届出をしたものとみなす

特殊な構造・設備の大臣認定制度
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【審査のための評価】
・登録建築物エネルギー消費性能評価機関（新設）が評価を行う
・評価機関が発行する評価書に認定申請書を添えて、認定申請を行う

本認定を受けた場合は、適合判定通知書の交付を受けたものとみなす。
届出をしなければならないものについては届出をしたものとみなす。

図

特殊な構造・設備の大臣認定制度
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①建築物の販売・賃貸事業者の省エネ性能表示努力義務

②基準適合の認定・表示制度

③性能向上計画認定制度（容積率特例）

誘導措置法律の公布後１年以内（平成28年4月予定）

①基準適合義務・適合性判定義務

②届出義務、所管行政庁による指示・命令等

③特殊な構造・設備の大臣認定制度

④住宅トップランナー制度

規制措置 法律の公布後２年以内（平成29年4月予定）
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住宅トップランナー制度

第二十八条

国土交通大臣は、住宅事業建築主であってその新築する一戸建ての住宅の

戸数が政令で定める数以上であるものが新築する一戸建ての住宅につき、
前条第一項に規定する基準に照らしてエネルギー消費性能の向上を相当程度行

う必要があると認めるときは、当該住宅事業建築主に対し、その目標を示して、
その新築する一戸建ての住宅のエネルギー消費性能の向上を図るべき

旨の勧告をすることができる。

２ 国土交通大臣は、前項の勧告を受けた住宅事業建築主がその勧告に従わな

かったときは、その旨を公表することができる。

３ 国土交通大臣は、第一項の勧告を受けた住宅事業建築主が、正当な理由がな

くてその勧告に係る措置をとらなかった場合において、前条第一項に規定する基
準に照らして住宅事業建築主が行うべきその新築する一戸建ての住宅のエネル
ギー消費性能の向上を著しく害すると認めるときは、政令で定める審議会の意見
を聴いて、当該住宅事業建築主に対し、相当の期限を定めて、その勧告に係る措
置をとるべきことを命ずることができる。
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住宅トップランナー制度
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建築物省エネ法に基づく基準の体系（案）

住宅トップランナー制度

基準の体系については、省エネ法の現行の建築主等の判断基準（H25基準）の
体系を継承しつつ、以下について見直しを行う。

※1 一次エネ基準については、「設計一次エネルギー消費量」÷「基準一次エネルギー消費量」が表中の値以下になること。
※2 住宅の一次エネ基準については、住棟全体（全住戸＋共用部分の合計）または住戸部分が表中の値以下になること。
※3 基準レベルはＨ２５省エネ基準と同等の水準。
※4 今後、約束草案の実現に向けて、住宅の省エネ基準への適合状況等を勘案しつつ、早期に非住宅同様0.8とする等、住宅の

省エネルギー性能の向上に向けた取り組みについて検討する。

エネルギー消費性能基準
（適合義務・届出・表示）

誘導基準
（容積率特例）

住宅事業建築主基
準

建築物省エネ法
施行（H28.4.1）
後に新築された

建築物

建築物省エネ法
施行の際現に
存する建築物

建築物省エネ法
施行（H28.4.1）
後に新築された

建築物

建築物省エネ法
施行の際現に存
する建築物

上段：～H31年度
下段：H32年度～

非住宅

一次エネ※1 1.0 1.1 0.8 1.0 ―

外皮：PAL★ ― 1.0 ― ―

住宅

一次エネ※1※2 1.0 1.1 0.9※4 1.0
0.9

0.85

外皮：住戸単位※3

（UA、ηA） 1.0 ― 1.0 ―
―

1.0
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①建築物の販売・賃貸事業者の省エネ性能表示努力義務
②基準適合の認定・表示制度

③性能向上計画認定制度（容積率特例）

誘導措置法律の公布後１年以内（平成28年4月）

①基準適合義務・適合性判定義務

②届出義務、所管行政庁による指示・命令等

③特殊な構造・設備の大臣認定制度

④住宅トップランナー制度

規制措置 法律の公布後２年以内（平成29年4月予定）
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省エネ性能の表示努力義務

○ 建築物の販売・賃貸を行う事業者は、その販売又は賃貸を
行う建築物について、省エネ性能を表示するように努めな
ければならない。

※ 既存・新築問わず、住宅・非住宅を問わず努力義務対象に
なる。

※ 第３６条に基づく表示は基準適合建築物についてのみ可能であるが、

基準に適合しない建築物であっても販売・賃貸事業者には
性能表示の努力義務が課せられる。
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建築物のエネルギー消費性能の向上に関する基本的な方針

国土交通大臣による建築物のエネルギー消費性能の向上に関する基本的な方針の概要（抜粋）

２．本法に定める建築物のエネルギー消費性能の向上のための措置に関する基本的な考え方
（３）表示制度

・建築物のエネルギー消費性能の見える化を通じて、エネルギー消費性能に優れ
た建築物が市場で適切に評価され、消費者に選択されるような環境整備を図ることが

重要である。

・具体的には、信頼性の高い評価指標や第三者の認証による建築物のエネルギー消費性能の表示
制度の充実及び普及が有効である。

・こうした表示制度の普及により、建築主に対してインセンティブ付与され、建築物のエネル
ギー消費性能の向上につながることが期待される。

＜販売賃貸事業者のエネルギー消費性能の表示努力義務＞

・本法第７条においては、販売・賃貸事業者は、その販売又は賃貸を行う建築物について、エネルギー消費
性能の表示をするよう努めなければならない旨規定されているところである。

・国は、販売・賃貸事業者が、エネルギー消費性能の表示を行うにあたり、どのような項目について、どのよ
うな方法で表示するのが望ましいか等について、建築物のエネルギー消費性能の表示に関する指針（以下

「建築物エネルギー消費性能表示指針」という。）を定めることとする。
・消費者が建築物の購入や賃借を検討する際に、より適切に判断することができるよう、建築物エネルギー
消費性能表示指針に則った建築物のエネルギー消費性能の分かりやすい表示が促進される必要がある。
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建築物のエネルギー消費性能の表示に関する指針（抜粋）

２．推奨事項

販売・賃貸事業者は、建築物の販売又は賃貸をしようとするときは、当該建築物の

購入又は賃借をしようとする者に対し、当該建築物のエネルギー消費性

能に関する表示の内容を説明すること。
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③法第３６条認定を取得し、基準適合して
いる旨の行政庁認定マーク

第７条 販売・賃貸事業者の表示の努力義務

建築物の販売・賃貸を行う事業者は、その販売又は賃貸を行う建築物について
省エネ性能を表示するよう努めなければならない。

※ 既存・新築、住宅・非住宅問わず努力義務対象になる。

建築物のエネルギー消費性能の表示の方法

①第三者認証（BELS） ②自己評価 ③基準適合認定マーク
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③法第３６条認定を取得し、基準適合して
いる旨の行政庁認定マーク

第７条 販売・賃貸事業者の表示の努力義務

建築物の販売・賃貸を行う事業者は、その販売又は賃貸を行う建築物について
省エネ性能を表示するよう努めなければならない。

※ 既存・新築、住宅・非住宅問わず努力義務対象になる。

建築物のエネルギー消費性能の表示の方法

①第三者認証（BELS） ②自己評価 ③基準適合認定マーク
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基準適合認定マーク

○ 建築物の所有者は申請により、建築物が
省エネ基準に適合している旨の所管行政
庁による認定を受けることができる。

○ 認定を受けた建築物、その利用に関する
広告等については、認定を受けた旨の表
示（基準適合認定マーク）をすることがで
きる。

省エネ基準適合認定建築物

この建築物は、建築物のエネルギー消費性能の向上に関
する法律（平成27年法律第53号） 第36条（建築物のエネル
ギー消費性能に係る認定） に基づき、平成27年省エネ基

準（エネルギー消費性能基準）に適合していると認められま
す。

建築物の名称
建築物の位置
認定番号
認定年月日
認定行政庁

建築物のエネルギー消費性能の表示の方法

（３）法第36条第3項の規定に基づく表示
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既存建築物における基準適合認定マークの要求水準

※1 一次エネ基準については、「設計一次エネルギー消費量」÷「基準一次エネルギー消費量」が表中の値以下になることを求める
方向で検討。

※2 住宅の一次エネ基準については、住棟全体または全住戸が表中の値以下になることを求める方向で検討。
※3 今後、約束草案の実現に向けて、住宅の省エネ基準への適合状況等を勘案しつつ、早期に非住宅同様0.8とする等、住宅の

省エネルギー性能の向上に向けた取り組みについて検討する。

既存建築物は現行省エネ基準以下でも認定取得が可能

エネルギー消費性能基準
（適合義務・届出・表示）

誘導基準
（容積率特例）

住宅事業建築主基
準

建築物省エネ法
施行（H28.4.1）
後に新築された

建築物

建築物省エネ法
施行の際現に
存する建築物

建築物省エネ法
施行（H28.4.1）
後に新築された

建築物

建築物省エネ法
施行の際現に存
する建築物

上段：～H31年度
下段：H32年度～

非住宅

一次エネ※1 1.0 1.1 0.8 1.0 ―

外皮：PAL★ ― 1.0 ― ―

住宅

一次エネ※1※2 1.0 1.1 0.9※3 1.0
0.9

0.85

外皮：住戸単位
（UA、ηA） H25基準 ― H25基準 ―

―

H25基準

建築物省エネ法に基づく基準の体系（案）
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省エネ基準適合認定建築物

この建築物は、建築物のエネルギー消費性能の向上に関
する法律（平成27年法律第53号） 第36条（建築物のエネル
ギー消費性能に係る認定） に基づき、平成27年省エネ基

準（エネルギー消費性能基準）に適合していると認められま
す。

建築物の名称
建築物の位置
認定番号
認定年月日
認定行政庁
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①建築物の販売・賃貸事業者の省エネ性能表示努力義務

②基準適合の認定・表示制度

③性能向上計画認定制度（容積率特例）

誘導措置法律の公布後１年以内（平成28年4月）

①基準適合義務・適合性判定義務

②届出義務、所管行政庁による指示・命令等

③特殊な構造・設備の大臣認定制度

④住宅トップランナー制度

規制措置 法律の公布後２年以内（平成29年4月予定）
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性能向上計画認定制度（容積率特例）

建築主等はエネルギー消費性能の向上に資する建築物の新築、エネルギー
消費性能の向上のための建築物の増築、改築、修繕若しくは模様替若しくは
建築物への空気調和設備等の設置若しくは建築物に設けた空気調和設備等
の改修をしようとするとき、建築物エネルギー消費性能向上計画を作成し、
所管行政庁の認定を申請することができる。

【認定基準】
①エネルギー消費性能が、建築物エネルギ―消費性能基準を超え、かつ、
建築物のエネルギー消費性能の向上の一層の促進のために誘導すべき基準に適合

②エネルギー消費性能向上計画に記載された事項が基本方針に照らして適切であること
③エネルギー消費性能の向上のための建築物の新築等に係る資金計画が適切であること

【容積率の特例】
認定建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積には、建築基準法第52条第三項、
第六項に定めるもののほか、認定基準に適合させるための措置をとることにより、通常
の建築物の床面積を超える部分について、政令で定める床面積は算入しない。

本認定を受けた場合は、適合判定通知書の交付を受けたものとみなす。
（２）の届出をしなければならないものについては届出をしたものとみなす。
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出典：国土交通省資料

性能向上計画認定制度（容積率特例）
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性能向上計画認定制度（容積率特例）

基準の体系については、省エネ法の現行の建築主等の判断基準（H25基準）の
体系を継承しつつ、以下について見直しを行う。

※1 一次エネ基準については、「設計一次エネルギー消費量」÷「基準一次エネルギー消費量」が表中の値以下になることを求める
方向で検討。

※2 住宅の一次エネ基準については、住棟全体または全住戸が表中の値以下になることを求める方向で検討。
※3 今後、約束草案の実現に向けて、住宅の省エネ基準への適合状況等を勘案しつつ、早期に非住宅同様0.8とする等、住宅の

省エネルギー性能の向上に向けた取り組みについて検討する。

エネルギー消費性能基準
（適合義務・届出・表示）

誘導基準
（容積率特例）

住宅事業建築主基
準

建築物省エネ法
施行（H28.4.1）
後に新築された

建築物

建築物省エネ法
施行の際現に
存する建築物

建築物省エネ法
施行（H28.4.1）
後に新築された

建築物

建築物省エネ法
施行の際現に存
する建築物

上段：～H31年度
下段：H32年度～

非住宅

一次エネ※1 1.0 1.1 0.8 1.0 ―

外皮：PAL★ ― 1.0 ― ―

住宅

一次エネ※1※2 1.0 1.1 0.9※3 1.0
0.9

0.85

外皮：住戸単位
（UA、ηA） H25基準 ― H25基準 ―

―

H25基準

建築物省エネ法に基づく基準の体系（案）





国土交通省ＨＰ 国会提出法案（H27.3.24）より抜粋

→現行は勧告

住宅にも適用

住宅にも適用

住宅にも適用

施行スケジュール

68

2017年
4月～
（予定）

2016年
4月～
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建築物エネルギー
消費性能基準

適合義務の要求水準

平成２５年基準≒

平成１１年基準
（次世代省エネ基準）≒
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省エネ基準の変遷

1970 1980 1990 2000 2010 2020

Ｓ
55
年
基
準

Ｓ
55
年
基
準
以
前

Ｈ
５
年
基
準

Ｈ
11
年
基
準

Ｈ
25
年
基
準

Ｈ
28
年
基
準

1
0.925

0.85
0.75

外皮基準は
同水準

新省エネ
基準

次世代
省エネ
基準

建築物エネルギー
消費性能基準

※ Ｓ５５基準以前（従来型）の建築物における
エネルギー消費量を１としたとき、それと
同等の室内環境を得るために必要な
エネルギー消費量（エネルギー消費係数）
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●外皮の断熱性能及び設備性能を総合的に評価する一次エネルギー消費量を導入

（複合用途含め建築物全体の省エネ性能を比較することが可能）

●非住宅建築物の外皮基準をPAL （パルスター）に見直し

（一次エネルギー消費量基準と整合がとれた外皮基準）

●簡易評価法・仕様基準を見直し（非住宅モデル建物法、住宅の外皮・設備の仕様基準等）
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◇一次エネルギーとは？

「一次エネルギー」とは、自然界に存在するままのエネルギー源を指す。

電気の場合は電気そのものの熱量ではなく、送発電ロスも勘案し発電所で投入された熱量によって表わ

される。

◇一次エネルギー消費量とは？

「一次エネルギー消費量」とは、建築物で用いるエネルギーを一次エネルギーの熱量換算した値。

独立行政法人建築研究所が提供する「一次エネルギー消費量算定用ＷＥＢプログラム（建築物用）」で

評価対象建築物の一次エネルギー消費量を算出することができる。

◇一次エネルギー消費量導入の意味

従来の省エネ基準（平成１１年基準）で用いられていたＰＡＬ（外皮性能）とＣＥＣ（設備のエネルギー効率

指標）では、外皮の断熱性や設備の性能を建物全体で一体的に評価できる基準にはなっておらず、建物

の省エネ性能を客観的に比較しにくかった。

そこで建物全体の省エネ性能を評価する基準として、一次エネルギー消費量が新たな指標として導入さ

れた。
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つまり、、、
建築物の省エネルギー性能、つまり燃費の良さという

モノサシができた。
そのため、建築物の省エネルギー性能の比較検討が
行いやすくなり、事業者は優れた建築物の性能をア

ピールしやすくなった。

住宅・建築物の「燃費性能」という概念
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独立行政法人建築研究所が提供する一次エネルギー消費量 算定用WEBプログラム
http://www.kenken.go.jp/becc/index.html 
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◇通常計算法
①標準入力法
・建築研究所のホームページにて公開している「一次エネルギー算定用WEBプログラム」で

評価を行う。

・エクセルシートに、計算の対象となる外皮や設備の仕様を入力し、これをWEBプログラム

にアップロードする。

②主要室入力法
・使用するプログラムは通常入力法と同じ。

・エクセルシートに仕様を入力する際、小部屋等の主要ではない室の入力を省略すること

ができる。

◇モデル建物法（BEIのみ）
・建築研究所の「モデル建物法入力支援ツール」を使用する。

・主要な外皮・設備の仕様のみをプログラムに直接入力（室の構成等の入力は必要なし）。

・2016年4月から原則としてすべての非住宅建築物に対応。
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ＢＥＩとは、「 設計一次エネルギー消費量」を「基準一次エネルギー消費量」で除した値。

◇「設計一次エネルギー」とは、評価対象となる建築物の設計仕様に基づいて算定した

一次エネルギー消費量の値。

◇「基準一次エネルギー消費量」とは、設計一次エネルギーの算出と同様の建築条件、

計算条件のもと、外皮・設備に標準仕様を採用した場合の一次エネルギー消費量の値。

◇1.0 以下であれば省エネ基準に適合していることになり、数値が小さいほど省エネ性能

が高いことを示す。

設計一次エネルギー消費量（家電・OA機器等分を除く）

基準一次エネルギー消費量（家電・OA機器等分を除く）
ＢＥＩ ＝
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建物用途ごとに形状や室用途構成などを想定（モデル建物を設定）
このモデル建物に対して、評価対象建築物の外皮や設備の「代表仕様」を適用した場合の
一次エネルギー消費量を算定して評価を行う。

・現行の省エネ法では、告示Ⅰ．第１１１－２及び２２－１のただし書きの計算に基づき位置付けられている。
（特別な調査・研究に基づく方法として整理されている。）

・建築物省エネ法では、基準省令又は告示に位置付ける予定 （低炭素法においても活用可とする）

※窓面積率、「空調室の外皮面積/床面積」を補正係数として建築計画(建物形状等）も評価



ＢＥＬＳ ( 建築物省エネルギー性能表示制度 ) のご案内

建築物省エネルギー性能表示制度
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・ＢＥＬＳ
＝ 建築物省エネルギー性能表示制度

・2014年4月に創設
・省エネルギー性能に特化した我が国で
初めての公的指標

・シンプルで分かりやすいことが特徴
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・2016年4月から住宅にも対応

・2014年4月から非住宅向けの制度
として開始
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・ＢＥＩの値に基づいて、☆の数で評価

・最高等級は、☆５つ
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○○％削減＝
基準一次エネルギー消費量 － 設計一次エネルギー消費量

基準一次エネルギー消費量
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設計一次エネルギー消費量（対象建物の値）と、
基準一次エネルギー消費量、
誘導基準一次エネルギー消費量
との関係がわかるように図示
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・一次エネルギー消費量および外皮性能
の省エネ基準への適合可否の表示

・外皮性能を示すＢＰＩやＵＡ値の表示も可能
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テナント等や住戸等の部分評価を行った場合は、
当該箇所を特定できる情報の表示
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2013 年に、「非住宅建築物の省エネ性能の評価・表示に関する研究会」（委員長 坂本雄
三 独立行政法人 建築研究所 理事長）が設置され、住宅以外の建築物の省エネルギー
性能の評価・表示の方法について検討実施。

国土交通省が非住宅建築物の省エネルギー性能に係る評価・表示の考え方、評価手法
及び留意点等を「非住宅建築物に係る省エネルギー性能の表示のための評価ガイドライ
ン（2013）」として取り纏め。

一般社団法人 住宅性能評価・表示協会により評価業務実施指針が定められ、2014 年
4月に「ＢＥＬＳ（建築物省エネルギー性能表示制度）」が創設。

日本ＥＲＩ株式会社は、ＢＥＬＳ評価機関（登録第1号）として4月25日に評価業務を開始。
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増加の著しい民生部門のエネルギー消費を削減し、CO2 排出量を削減していくことは重要な政策課題となっている。中でも、既存建

築物の省エネルギー化を進めるためには、既存建築物の省エネルギー性能を客観的に評価して分かりや

すく表示するなどにより、省エネ性能の高い建築物が市場で評価され、所有者や使用者に対し省

エネ改修の動機付けが図られるような環境を整備していくことが重要である。

住宅については、「住宅性能表示制度」における、省エネルギー対策等級により、個別に住宅の省エネルギー性能に関する市場や

消費者の評価がなされている。一方、非住宅建築物については、環境性能を総合的に評価するツールであるCASBEE が利用されてい

るが、省エネルギー性能に特化した統一的な表示の指標は無い。 こうした中、省エネ法に基づく

省エネルギー基準が見直され、「一次エネルギー消費量」を指標とした新たな基準が平成25 年4 

月に導入されたところである。

このような状況を踏まえ、「非住宅建築物の省エネ性能の評価・表示に関する研究会」を設置し有識者による検討を行い、今般、非

住宅建築物の省エネルギー性能に係る評価・表示の考え方、評価手法及び留意点等を、ガイドラインとしてとりまとめた。本ガイドライ

ンをもとにした建築物の省エネルギー性能の評価・表示が、不動産会社、ビルオーナー、仲介業

者、テナント、投資家、金融機関等に活用され、非住宅建築物の省エネルギー性能の一層の向

上に貢献することを期待している。なお、環境性能を総合的に評価する場合においても、設計時の省エネルギー性能を評価

する項目においては、本ガイドラインが参考になるものと考えている。

◇国交省「非住宅建築物に係る省エネルギー性能の表示のための評価ガイドライン（2013）」より抜粋

増加の著しい民生部門のエネルギー消費を削減し、CO2 排出量を削減していくことは重要な政策課題となっている。中でも、既存建

築物の省エネルギー化を進めるためには、既存建築物の省エネルギー性能を客観的に評価して分かりや

すく表示するなどにより、省エネ性能の高い建築物が市場で評価され、所有者や使用者に対し省

エネ改修の動機付けが図られるような環境を整備していくことが重要である。

住宅については、「住宅性能表示制度」における、省エネルギー対策等級により、個別に住宅の省エネルギー性能に関する市場や

消費者の評価がなされている。一方、非住宅建築物については、環境性能を総合的に評価するツールであるCASBEE が利用されてい

るが、省エネルギー性能に特化した統一的な表示の指標は無い。 こうした中、省エネ法に基づく

省エネルギー基準が見直され、「一次エネルギー消費量」を指標とした新たな基準が平成25 年4 

月に導入されたところである。

このような状況を踏まえ、「非住宅建築物の省エネ性能の評価・表示に関する研究会」を設置し有識者による検討を行い、今般、非

住宅建築物の省エネルギー性能に係る評価・表示の考え方、評価手法及び留意点等を、ガイドラインとしてとりまとめた。本ガイドライ

ンをもとにした建築物の省エネルギー性能の評価・表示が、不動産会社、ビルオーナー、仲介業

者、テナント、投資家、金融機関等に活用され、非住宅建築物の省エネルギー性能の一層の向

上に貢献することを期待している。なお、環境性能を総合的に評価する場合においても、設計時の省エネルギー性能を評価

する項目においては、本ガイドラインが参考になるものと考えている。
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300㎡以上新築建築物は省エネ措置の届出が義務。
すなわち、省エネ計算が行われており、ＢＥＩ等が算出されている。

つまり、新築の場合は、ＢＥＬＳ申請書類
作成業務負荷が極めて軽微
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新デザイン（非住宅）
BELS 評価プレート
旧デザイン 新デザイン（住宅）
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評 価 住 宅 非住宅１
（事務所・物販・学校等）

非住宅２
（ﾎﾃﾙ・病院・飲食店等）

旧基準
~2016.3

0.8 0.6 0.7 0.5

0.85 0.7 0.75 0.7

0.9 0.8 0.8 0.9

1.0 1.0 1.0 1.0

1.1 1.1 1.1 1.1
既存のみ

省エネ基準

誘導基準
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ＺＥＢ

定 義 年間の一次エネルギー消費量が正味ゼロまたはマイナスの建築物

再生可能エネルギーを除いた数値 基準一次エネルギー消費量から50％以上の削減

再生可能エネルギーを加えた数値
再生可能エネルギーを加えて、基準一次エネルギー消費量から１００％以上の
一次エネルギー消費量削減

Ｎｅａｒｌｙ
ＺＥＢ

定 義
ＺＥＢに限りなく近い建築物として、ＺＥＢ Ｒｅａｄｙの要件を満たしつつ、再生可能
エネルギーにより年間の一次エネルギー消費量をゼロ に近付けた建築物

再生可能エネルギーを除いた数値 ＺＥＢと同じ

再生可能エネルギーを加えた数値
再生可能エネルギーを加えて、基準一次エネルギー消費量から７ ５％以上１０

０％未満の一次エネルギー消費量削減

ＺＥＢ

Ｒｅａｄｙ

定 義
ＺＥＢを見据えた先進建築物として、外皮の高断熱化及び高効率な省エ ネル

ギー設備を備えた建築物

再生可能エネルギーを除いた数値 ＺＥＢと同じ

再生可能エネルギーを加えた数値 －

ＺＥＢ（net Zero Energy Building）
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審査に関しては、申請者から提出された申請書及び図書等に基づき実施する。



●省エネ性能特化型

ENERGY STAR(米),

EPC(英), 

Energiepass（独）

ＢＥＬＳ
（建築物省エネルギー性能表示制度）

●環境性能の総合評価型

CASBEEおよびCASBEE不動産

LEED, BREEAM, greenstar, 

GRESB（不動産会社やファンドを対象）

日本政策投資銀行(DBJ)
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-● ● ●●

名 称

LEED

BREEAM

BELS

CASBEE

CASBEE不動産
マーケット普及版

DBJ Green Building

認証

SMBCサスティナブル
ビルディング評価融資

建物・
設備性能

水

エネルギー

運用
状況

材料 室内環境
敷地利用・
地域生態系

交通 廃棄物 汚染 その他

●● ● ● ●

- -● - - - - - -

● ●- ● ● ● ● - ●
サービス
性能

・耐震性
・ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ等

● ●● ● ● ● ● - -
・耐震性
・躯体耐用年
・災害リスク

● ●- - ● ● ● ● -

● ● - - -

● ●● ● ● ● ● ● ● 管理
性能検証等

・環境リスク
・防災
・防犯
・ﾃﾅﾝﾄとの関係

・リスク管理
・経営者方針
・ＢＣＭ、
・革新性

●●● ● ● ●●

エネルギーパス ● -- - - - - -

-

-
省
エ
ネ

性
能
特
化
型

総
合
評
価
型

-

Energy Star - -● - - - - -- -



◇ＧＲＥＳＢ（グローバル不動産サステナビリティ・ベンチマーク）とは、 APG、

PGGMなど欧州の年金基金グループが創設した不動産会社・運用

機関のサステナビリティ配慮を測るベンチマーク。

◇欧米・アジアの主要機関投資家が投資先を選定する際などに活用

されている。

http://gresb.com/

◇個々の環境不動産（グリーンビルディング）の認証制度である日本

のCASBEE、米国のLEED、英国のBREEAMに対し、

不動産会社・ファンド単位のベンチマークとしては

GRESBが事実上唯一のものとなっている。
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http://gresb.com/


100出典：ＣＳＲデザイン環境投資顧問株式会社
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分 野
グローバル
平均

日本（ARES〉

平均
J-REIT

平均

１ マネジメント ６９ ４６ ５９

２ ポリシーと開示 ５３ ３１ ３３

３ リスクと機会 ５８ ５３ ６２

４
モニタリングと
環境管理システム

４６ ３７ ４０

５ パフォーマンス指標 ２５ ２８ ３６

６
グリーンビル認証と
ベンチマーキング

２８ １３ １６

７
ステークホルダーとの
関係構築（エンゲージメント）

４５ ３０ ３９

出典： 2013年GRESB調査結果 ＣＳＲデザイン環境投資顧問（株）作成

ＧＲＥＳＢの７つの調査対象分野の１つが「グリーンビル認証とベンチマーキング」
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省エネルギー格付を取得している参加者の割合グリーンビル認証(総合評価型）を取得している
参加者の割合

０％

出典： 2013年GRESB調査結果 ＣＳＲデザイン環境投資顧問（株）作成
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弊社の累計評価書発行件数は、143件（2016.5末） （非住宅）→約シェア78％

昨年末から申請件数が急増中

0
20
40
60
80

100
120
140
160

全評価機関の累計評価書発行件数は、183件（2016.5末） （非住宅）
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株式会社シスケア

所在地 東京都新宿区西新宿7-22-36 三井花桐ビル2階

連絡先
TEL 03-3361-7829

FAX 03-3361-7772

担当部署担当者 コンサルグループ 播野秀明

対応カテゴリー
小規模木造 モデル建物法 全ての計算手法

○ ○ ○

対応地域 全国

名称 株式会社アーキシティ研究所

所在地 福岡県福岡市中央区赤坂1丁目14-37

連絡先
TEL 092-406-7991

FAX 092-406-7992

担当部署担当者 廣田愼一郎

対応カテゴリー
小規模木造 モデル建物法 全ての計算手法

○ - -

対応地域 全国

名称 株式会社ティーディーシー

所在地 千葉県浦安市入船1-5-2 NBF新浦安タワー10階

連絡先
TEL 047-380-1811

FAX 047-380-1817

担当部署担当者 エンジニアリング部 青山恭子

対応カテゴリー
小規模木造 モデル建物法 全ての計算手法

○ ○ ○

対応地域 全国

名称 株式会社イズミシステム設計

所在地 東京都文京区本郷4-1-4 常和本郷ビル3階

連絡先
TEL 03-6427-7511

FAX 03-3814-3263

担当部署担当者 建築環境技術部 廣田隆幸

対応カテゴリー
小規模木造 モデル建物法 全ての計算手法

○ ○ ○

対応地域 全国

名称 一級建築士事務所Pleasant Design

所在地 広島県広島市中区河原町4-12-701

連絡先
TEL 050-3553-4034

FAX 082-553-0827

担当部署担当者 川端順也

対応カテゴリー
小規模木造 モデル建物法 全ての計算手法

○ ○ -

対応地域 全国

名称 株式会社アルモ設計

所在地 東京都港区赤坂六丁目5番30号 KIビル

連絡先
TEL 03-6229-7842

FAX 03-6229-7869

担当部署担当者 ＤＳ部 環境グループ 清水孝真

対応カテゴリー
小規模木造 モデル建物法 全ての計算手法

○ ○ ○

対応地域 全国

名称 株式会社富士設計

所在地 大阪府大阪市西区靱本町1-5-15

連絡先
TEL 06-6447-7274

FAX 06-6447-7285

担当部署担当者 環境評価部 東敏行

対応カテゴリー
小規模木造 モデル建物法 全ての計算手法

○ ○ ○

対応地域 全国

名称 株式会社イエタス

所在地 東京都千代田区麹町5丁目4 セタニビル9階

連絡先
TEL 03-3230-1215

FAX 03-3230-1216

担当部署担当者 非住宅省エネサポート 石川

対応カテゴリー
小規模木造 モデル建物法 全ての計算手法

○ ○ ○

対応地域 全国

http://www.syscare.co.jp/
http://www.archi-city.com/
http://www.tdc-web.co.jp/index.html
http://izumi-system.co.jp/
http://pleasant-design.com/Pleasant_Design/Top.html
http://www.armo.co.jp/
http://www.fujisekkei.co.jp/index.html
http://yetus.co.jp/


住宅料金表

ＢＥＬＳ評価料金①（2016.4～）

審査条件 料金

戸建住
宅

単独審査 30,000円

併願審査 10,000円

共同住
宅等

単独審査（住戸のみ）
基本料金＋戸あたり料金×対象住戸数
・基本料金 100,000円
・戸あたり料金 2,000円

単独審査（全体）

基本料金＋戸あたり料金×総住戸数＋共用部料金
・基本料金 100,000円
・戸あたり料金 2,000円
・共用部料金 100,000円

併願審査 上記審査料金の2分の1の額とする

※1 共同住宅等の単独審査において「住戸の審査」と「建築物全体の審査」の両方を行う場合の料金は、
「建築物全体の審査」の料金とする。

※2 「共用部を有しない2住戸のみの共同住宅等」の料金は一戸建ての住宅の料金に2を乗じた額とする。
※3 共同住宅等にて、1住戸のみの場合の料金は一戸建ての住宅の額とする。
※4 変更申請料金は当初の申請で適用された料金の2分の1の額とする。
※5 改修前後の評価を行う場合は、上表の料金に同表の2分の1の額を加算した料金とする。
※6 併願審査とは、低炭素認定技術的審査、設計住宅性能評価、長期優良住宅、性能向上計画認定技術的審査、

基準適合認定技術的審査のいずれかの申請とし、原則の併願とする。



ＢＥＬＳ評価料金②（2016.4～）

非住宅料金表

評価対象面積 ～300㎡
300～

2,000㎡
2,000超～
5,000㎡

5,000超～
20,000㎡

20,000超～
50,000㎡

50,000超～
100,000㎡

標準入力法
150,000 250,000 350,000 400,000 550,000 750,000

主要室入力法

モデル建物法 80,000 130,000 180,000 200,000 300,000 400,000

評価対象面積 ～300㎡
300～

2,000㎡
2,000超～
5,000㎡

5,000超～
20,000㎡

20,000超～
50,000㎡

50,000超～
100,000㎡

標準入力法 100,000
(100,000)

150,000
(150,000)

200,000
(200,000)

250,000
(200,000)

350,000
(200,000)

500,000
(200,000)主要室入力法

モデル建物法
50,000

(50,000)
80,000

(80,000)
100,000

(100,000)
150,000

(100,000)
200,000

(100,000)
250,000

(100,000)

①建築物の用途がホテル等、病院等、集会所等及びこれらを含む複合用途の場合

②建築物の用途が①に掲げるもの以外の場合

※1 評価対象となる床面積が100,000㎡を超える場合の評価料金は、別途見積もりとする。
※2 主要な用途が工場等で、表②の料金が適用される場合、括弧内の料金を適用する。

※3 建築確認申請の依頼と併願の場合は、上記表①及び表②の料金の5分の1の額を減じた料金とする。

ただし、平成28年4月1日以降に確認申請が行われたものを対象とする。
※4 低炭素認定技術的審査、性能向上計画認定技術的審査、基準適合認定技術的審査のいずれかの依頼と併願の

場合は、上記表①及び表②の料金によらず、一律10,000円（税別）とする。ただし、同一の申請内容である場合に限る。
※5 変更申請料金は当初の申請で適用された料金の2分の1の額とする。
※6 改修前後の評価を行う場合は、上記表①又は表②の料金に同表の2分の1の額を加算した料金とする。
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確認申請と併せて申請していただいた場合には、

BELS申請料金は２０％減額になります。（非住宅）




